
部活動地域展開推進計画のポイント
２ 基本目標・方針

すべての市民が、生涯にわたって、地域で多様な
文化・スポーツ活動に親しむことができる。

基 本 目 標

方針１ 生涯にわたって、文化・スポーツ活動に親しむことができる環境の整備

方針２ 質が高く持続可能な活動を維持できる体制の構築

教員の働き方改革 充実した活動 生涯学習の推進

・時間外勤務時間の減少
→健康増進、教職の魅力向上

・授業準備時間の増加
→学力向上

・新たな活動へのチャレンジ
・複数の活動へのチャレンジ
・他地区の子どもとの協働
・専門的な指導

・持続可能な文化・スポーツ環境
→多世代がつながる生涯活動へ

・文化・スポーツ活動参画人数増加
→「する、見る、支える」機会の広がり

学校 子ども 地域

部活動の地域展開で期待される効果

１ 計画策定の背景

５ 具体的な施策

（１） 少子化及びニーズの多様化
・学区によっては、今後10年で生徒数が３割以上減少
・市内小学生の３人に１人が複数種目へのチャレンジを希望 
・市内小学生の４人に１人が進学先の学校に入りたい部活動がない

（3） 教員の働き方改革
・顧問教員の８割以上が過労死ラインを超えて勤務する実態
・放課後の授業準備時間の不足

（2） 文化・スポーツ活動を支える人材の確保と育成
・少子高齢化による支える人材（指導者、大会運営スタッフ等）の減少
・未経験の教員による部活動指導の常態化

３ 実施主体

将来的に、

▲子どもが文化・スポーツ活動にチャレンジできる機会の激減
▲掛川市の文化やスポーツを支える市民の育成困難

が心配される。

 掛川市総合計画・個別施策

１.生涯にわたりこころざし高く学び心豊かに暮らすまち（教育・文化分野）
□ 市民総ぐるみで取り組む心豊かにたくましく生きる子どもの育成
□ 市民の生涯学習の拠点づくり
□ 郷土の文化の保存と市民の文化芸術活動の振興
□ 誰もがスポーツを楽しめる環境の整備

施策１ 多様なニーズに応えられる活動環境の整備

(1)  種目を再編成すること

・ニーズ調査の実施

・既存の部活動種目の見直し

・ニーズに合致する新たな種目の新設

・指導者の確保及び教員の指導従事許可

(2) 募集対象を柔軟に設定すること

・他地区の活動に参加できるクラブ体制の推進

・多世代が集うクラブ体制の推進

・近隣市との連携

(3) インクルーシブな活動環境を整備すること

・障がいの有無に関わらず参加できる種目設置の推進

・世代を越えて共に親しむことのできる種目設置の推進

(4) 文化やスポーツの枠に捉われない多様な活動環境を整備すること

・農業や商業など、既存の部活動種目にはない種目の設置を推進

かけがわ地域クラブの実施主体

掛川市スポーツ協会が
管理するクラブ

掛川市文化財団が
管理するクラブ

その他地域団体が
管理するクラブ
（公認地域クラブ）

学校が実施主体として管理運営する「学校部活動」を、地域団体が実施主体と
して管理運営する「かけがわ地域クラブ」へと、文化・スポーツ活動の体制を変
更する。
かけがわ地域クラブを管理する実施主体としては、特定非営利活動法人掛川

市スポーツ協会、公益財団法人掛川市文化財団を基本軸とするが、その他の地
域団体（掛川市教育委員会により公認された団体）についてもかけがわ地域ク
ラブの実施主体として位置付けることで、子どもの選択肢を大きく広げる。

部活動の地域展開により、学校教育の一環として学校が実施してきた「学校
部活動」を、生涯学習の一環として地域団体が実施する「かけがわ地域クラ
ブ（仮称、以下省略）」へ移行する。このことにより、すべての市民が、生涯にわたっ
て地域で多様な文化・スポーツ活動に親しむことができる持続可能な活動環
境を目指す。

４ スケジュール

施策２ 持続可能な活動体制の構築

(1)  運営に関すること

ア 持続可能な管理運営体制の構築

・複数のスタッフによる運営の推進

・関係団体、保護者等の連携推進

イ 運営及び活動費用の確保

・受益者負担の理解促進

・就学援助の範囲拡大

・地域の企業や事業所との連携推進

・統廃合規定の明確化

ウ 安全・安心な運営体制の構築

・活動方針の共通理解

・適切な休養日の設定

・安全管理の徹底

・保険加入の促進

・警察や地域との連携

(2) 指導者、運営スタッフ等に関すること

ア 地域指導者の確保・育成

・人材バンクの設置、運用推進

・指導者の循環促進

イ 持続可能な大会運営の実現

・地域指導者や参加する子ども等の運営参加促進

(3) 場所・ものに関すること

ア 公共施設の活用促進及び環境整備

・学校体育施設や校舎の開放

・学校部活動の備品の引継ぎ

・学校施設を使用した備品の保管

・オンラインによる予約システムの拡充

・学校と地域団体が連携した学校施設管理方法の検討

・社会教育施設の活用、スタッフとの連携

イ 移動の負担軽減、オンライン対応の推進

・スクールバスの活用検討

・ICTを活用した遠隔による指導や活動の推進

掛川市教育委員会
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